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はじめに
【伊藤】 本日は、近年、
弁護士会が力を入れてい
る中小企業に対する法律
支援について伺うため
に、日弁連の中小企業法
律支援センター（以下「中
小企業センター」）の皆
さんにお越しいただきま
した。初めに、それぞれ
自己紹介をお願いいたし
ます。

【髙井】 中小企業センター事務局長の髙井です。中
小企業法律支援の全般的な取組をしておりまして、
様々な新しい課題に直面していますので、そういう
お話ができればと思います。

【堂野】  中小企業センター事務局次長の堂野です。
中小企業センターでは、 2年前から事業再生プロ
ジェクトチームの座長として事業再生をメインに取
り組んでおります。

【土森】 同じく事務局次長の土森です。中小企業セ
ンターから日弁連内の「中小企業の海外展開業務の
法的支援に関するワーキンググループ」に派遣され、
副座長をしております。中小企業センターでは、
海外展開以外に事業承継などにも関与しています。

【八掛】 同じく事務局次長の八掛です。私は、中小

企業センター設立当初は「ひまわりほっとダイヤ
ル」という中小企業事業者向けの法律相談のコール
センターの立ち上げに携わっておりました。現在は
新たに設立された創業・事業承継プロジェクトチー
ムの座長をしております。

弁護士による中小企業支援の全体像
【伊藤】 弁護士による中小企業の支援といっても多
岐にわたると思います。まず、どんな取組があるの
かをご紹介いただけますか。

【髙井】 中小企業の方にとって弁護士は必ずしも身
近ではないかもしれませんが、実は、弁護士は様々
なところで中小企業の問題に携わっています。弁護
士による中小企業支援を「創業」から「引継ぎ」ま
での中小企業のライフサイクルにあわせて、順次、
説明いたします（次頁図参照）。

創業期における支援
【伊藤】 それぞれの段階ごとに、詳しく伺いたいと
思います。まず、創業期における支援をご紹介いた
だけますか。

【八掛】 創業期は、設立登記など手続が中心となり
ますし、起業家は目の前にあるビジネスに頭がいっ
ぱいで、なかなかリーガルな面まで考えが及ばない
かもしれません。しかし、創業期においても法律的
なことはとても大事で、様々な分野で弁護士が支援
することができます。
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そもそも法人格を取得するかどうか、取得するに
しても具体的にどのような組織にするかで、その後
のリスクが違ってまいります。

ビジネスの適法性という問題もあります。業態に
よって各種業法がありますし、個々のビジネスモデ
ルにおいても特定商取引法その他の消費者保護関連
法などの規制を受けます。広告をするにあたって景
品表示法が問題になることもあります。

創業者は、新しいビジネスを成功させるために、
誰もやっていないことをやろうとすることがありま
すが、実は誰もやっていないということは違法だっ
たというような落とし穴もあります。それに気づか
ずに新しいビジネスを始めてしまうと、非常にリス
クの高い事態になってしまいます。新しいビジネス
モデルを展開するにあたって、弁護士が各種法律に
反していないかをチェックすることが大事です。

また、不利な契約締結の回避、出資や業務提携に
おけるアドバイス、労務コンプライアンスのチェッ
クは、事業がまわりだしてからも問題になります
が、創業期には、経験が浅い、知識がない、人脈が
ない、経営基盤がしっかりしていないということで
問題となりやすく、一旦問題が起こると致命傷に
なってしまう可能性があります。逆に、その辺りを
創業期にきちんとしておくと、後々アドバンテージ
になることがあります。

今自分がやっていることが法的問題を抱えている
と気がつかずに後で問題となることも多いので、
困った時だけではなくて、経営を始める段階では、

弁護士のアドバイスを受けて、リスクの少ない経営
を行うことが大切です。

経営安定期における支援
【伊藤】 次に企業の経営安定期における支援につい
てご紹介いただけますか。

【土森】 まず「取引対応のチェック」では、普段何
気なく取引している中で、下請法、独占禁止法、特
定商取引法など実は守らなければならない法律が
あったのに知らなかったということがよくありま
す。最近ネットを使った様々な形態のビジネスが出
てきていますが、消費者向けのビジネスでは、消費
者保護法や特定商取引法が重要になります。

また取引の契約について、中小企業は大企業から提
示された内容をそのまま飲むしかないと思っているこ
とがよくあります。しかし、弁護士が内容をチェック
して、どういうリスクがあ
るか、そのリスクを回避す
るためにどこを修正して
もらうといいかをアドバイ
スして、それができること
もあります。また、契約の
修正ができなかったとし
ても、リスクを把握した
上で契約すれば対策がで
きますので、弁護士による
アドバイスは重要です。

最近は様々なビジネス
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形態が出てきましたが、具体的な内容を契約書に落
とし込んでいく中で、自分のビジネスのリスクを把
握できるのは重要です。弁護士が、その契約書を作
成ないしチェックする中で、「このやり方だと相手
が販売先から代金回収できない場合に貴社にお金が
入らないですが大丈夫ですか」などとリスクを指摘
すると、問題に気づいて回避できることはよくあり
ます。弁護士は紛争をたくさん見ているので、紛争
になりやすいところを理解した上で、メリハリをつ
けてアドバイスすることができます。

弁護士は法的に突き詰めれば、最終的にどうなる
かが見えているので、適切な落としどころがわかり
ます。それは他の士業にはなかなかできないことで
す。また、話し合いの中で、ゼロか100かではなく、
受け入れ可能なオプションを提案していくのも重要
な役割だと思います。

次に「株主総会対応」ですが、中小企業の場合、
株主総会を開催していないことも多いのが実情で
す。しかし、会社法の規定どおりに株主総会を開催
していないと、経営権を巡る争いが生じた場合に大
きな問題になることがあります。弁護士は、株主総
会を適法に簡略化する方法をアドバイスしたり、最
低限守るべきポイントを示すなどその中小企業の実
情に配慮したアドバイスもできます。

次に「顧問弁護士として経営者のよき相談相手」
ですが、弁護士は様々な中小企業を見ていますし、
様々な士業とも接点があります。こんな考え方もあ
りますよとか、その問題はここに聞くといいですよ
とか、顧問弁護士がコンシェルジュのような役割を
して中小企業の経営者に寄り添っていくことが、安
定期には重要になってくると思います。

【髙井】 中小企業は、何が法律問題なのかがわから
なくて、わかった時には紛争が生じて裁判になった
りするのですが、その前に相談していただくと、弁
護士にはどこに問題が潜んでいるのかがわかること
がありますので、弁護士との接点をいかにつくるか
が課題だと思います。ただ、弁護士に一回相談する
だけでは、何を相談したらいいのかわかりにくい
し、弁護士も会社にどこまで説明すればいいのかわ
かりづらいことがあります。そこで、例えば、弁護
士との顧問契約を試しに 1年くらいやって、経営者
が相談の仕方がわかってきたときにいい関係ができ
ていればそのまま続けて、それが難しければ他の弁
護士に変えるという選択もあると思います。

【土森】 大企業であれば、単に法に違反しているか
だけではなく、ビジネスリスクをいかに減らすかを
法的な側面からも戦略的に考えています。それに対
して、中小企業の場合は、弁護士を裁判の時しか使
わないことが多いのですが、弁護士との顧問契約が
あって相談の敷居が低くなれば、もっと戦略的なア
ドバイスができると思います。

拡大期における支援
【土森】 企業の拡大期では、M&Aや業務提携などが
あります。

5年、10年前は、M&Aというと大企業の話とい
うイメージでしたが、最近は中小企業でも事業承継
などで、M&Aがよく活用されています。企業の拡
大期の場面でのM&Aは買う側の立場が中心でしょ
うが、これまでM&Aで会社を買うことを考えたこ
ともない会社でも、同業他社から「廃業するけど後
継者がいないから買ってほしい」という話が出るこ
ともあります。

中小企業のM&Aの場合、仲介業者が入って取り
仕切ることが多いのですが、仲介だと成約すれば双
方から報酬をもらう方式のことも多く、経営者とし
ては本当に自分の利益を見てくれているのか不安な
こともあると思います。それに対して、弁護士は、
きちんと自分の味方としてアドバイスしてくれると
いう安心感があると思います。

中小企業がその拡大期にM&Aや業務提携を行う
場合、慣れていない会社がほとんどですので、法務
面に限らずビジネス上の留意点や進め方を含め、一
つ一つ寄り添ってアドバイスしていくことが重要で
す。

引継期における支援 ― 事業承継
【伊藤】 企業の「引継期」には事業承継と事業再生
が重要なテーマになりますが、まず事業承継におけ
る弁護士の支援をご紹介いただけますか。

【髙井】 事業承継というのは、跡取りの問題です。
最近の統計では中小企業
の経営者の平均年齢は約
60歳となっており、これ
から10年間で半数くらい
の中小企業が事業承継を
することになるのではな
いかと言われています。
ただ親族の後継者や番頭
さんのような方がうまく
育っているかというと、
なかなかそうではないの
が実情で、「親族外承
継」ということで他の会社に事業を引き継いでもら
うM&Aが多くなっています。そこで、弁護士が積
極的にM&Aにおける法務対応をしていくことが、
円滑な事業承継に資することになります。

国は、昨年度、事業引継ぎ支援センターを全都道
府県に設置する方針をとりました。そのセンターで
は、中小企業経営者の親族外承継の要望に対応すべ
く、M&Aを実施する際に必要となる専門家を紹介
することとしています。弁護士会もこれらのニーズ
に積極的に対応していこうと考えています。

事業承継において弁護士が関わる場合には、単な
るM&Aの対応だけではなくて、状況によっては金
融負債をカットした上で事業を引き継ぐ手続を実施
したり、一部事業を廃業する手続を実施するなど、
多岐にわたる対応ができるという利点もあります。
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引継期における支援 ― 事業再生
【伊藤】 次に事業再生における弁護士の支援をご紹
介いただけますか。

【堂野】 2013年 3 月に中小企業金融円滑化法の施行
が終了しましたが、未だ
に20万社や30万社という
中小企業がリスケジュー
ル（元本の返済猶予）を
受けながら事業を続けて
いると言われています。
多額の負債を抱えた企業
を抜本的な経営改善や債
務処理により立ち直らせ
る必要があるというの
が、中小企業の関係者の
共通認識だと思います。

事業再生を実現するにあたって重要な視点は三つ
あります。

一つめは、「負債の処理」。事業再生をする中小企
業は、金融機関の借入債務が大きくなっているの
で、負債を適正な額に調整することが必要となりま
す。

二つめは、「経営の改善」。会社が再生するために
は継続的に利益を上げていくことが不可欠であり、
そのために様々な経営の改善をしていかなければな
りません。

三つめは、「経営者の保証債務の処理」。多くの中
小企業では、経営者が金融機関に借入金の連帯保証
をしているので、経営者が事業再生に踏み出す上で
保証の処理が大きな壁となります。

この三つの点に適確に対応できるのが弁護士の強
みです。

一つめの「債務の処理」に関しては、金融機関と
交渉をして、適正な返済条件を定めたり、一部の債
務を免除してもらったりします。私的整理という話
合いで進めていくのが基本ですが、場合によっては
民事再生のような法的手続を選択することもありま
す。ここでは代理人という立場で交渉する技法や経
験を備えている弁護士の強みを発揮できます。他方
で、経営者にとって、本業は自分の得意なことです
が、金融機関との交渉は、本業とは性質が違うた
め、肝心な方向性を経営者自身が決定するとして
も、実際の交渉は弁護士に任せていくことが合理的
と言えます。

また、債務返済の交渉、特に債務免除が関わるよ
うな場合には、弁護士法72条の問題があって、代理
人として交渉ができるのは弁護士だけだと考えられ
ています。この点からも、「債務の処理」について
は弁護士が積極的に関わっていく必要があります。

二つめの「経営の改善」に関しても、経営改善計
画の策定や実践にあたって、弁護士は、他社の事例
も踏まえながら一歩下がった客観的な立場でアドバ
イスをすることができます。計画に関しては数値面
で公認会計士などの助力も必要ですが、弁護士は公

認会計士とは違った角度で意見を言う役割がありま
す。

三つめの「経営者の保証債務」に関しては、2014
年 2 月から「経営者保証に関するガイドライン」が
適用されています。これは、法的拘束力はありませ
んが、遵守することが金融機関に期待されていま
す。このガイドラインによると、一定の要件を充た
せば経営者が一定の資産を残して保証債務の免除を
受けられる道が開かれています。その活用事例は最
近増えてきています。弁護士が債務者の代理人とい
う立場で寄り添うことでスムーズに進んでいくと思
います。

具体的な手法としては、裁判所の特定調停という
手続を利用するのがお薦めです。当センターが最高
裁判所、中小企業庁、金融庁と協議して、ガイドラ
インに基づく保証債務の整理に特定調停を利用する
運用が 2年前から始まり、事例も徐々に増えていま
す。

中小企業の事業再生、債務処理については、地域
経済活性支援機構や中小企業再生支援協議会の手続
もありますが、相当な規模のある企業に利用が限ら
れてしまうので、10万社以上の中小企業が抜本的な
事業再生を必要とすると言われる中で、ごく一部の
企業しか恩恵を受けられません。もっと中規模、小
規模の企業に使いやすい制度で、簡易迅速に債務処
理ができる仕組みとして、特定調停が利用できま
す。当センターはシンポジウムやセミナーで金融機
関その他の関連団体向けにその周知を進めていると
ころです。

また、経営者が高齢で引き継ぐ方がいないなど、ど
うしても事業を継続できない場合には、清算を視野に
入れる必要がありますが、破産することで取引先に迷
惑をかけてしまうときは、破産でない形でソフトラ
ンディングするために特定調停を活用できます。

【髙井】 中小企業金融円滑化法の施行が終わった
後、現時点では倒産企業がそれほど多くないのです
が、中小企業再生支援協議会が対応しているケース
では、暫定リスケジュールという形でとりあえず様
子をみようという企業が多くあります。今後そのよ
うな企業がどうなるかが一つのテーマになります。
これらの企業において、抜本的な対応が必要となる
時に、特定調停を含む様々なメニューがある中で、
この企業にはこの手法が良いなどと適切な手続を選
択できるのは、様々な手続を見ている弁護士ならで
はです。そういう意味で、弁護士が入ることによっ
て適切な事業再生ができると思います。

もう一つは、経営者保証に関するガイドラインが
できて、その運用上、支援専門家が必要になってき
ます。今後、弁護士が支援専門家として入ることに
よって、保証人の保証債務について適切な処理をし
て、事業再生を円滑に行うことが期待されます。

中小企業の海外進出支援
【伊藤】 これまで企業のライフサイクルごとの支援
のお話を伺いましたが、別の視点として、時代の流
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れに応じて弁護士の中小企業支援のあり方が進化し
ている面もあると思います。近年中小企業の海外展
開が盛んになっていますが、それに対して弁護士は
どのような支援をしているのでしょうか。

【土森】 海外進出や国際貿易取引などの海外展開に
おいては、言葉の問題や商習慣の違いによって誤解
が生じやすいほか、法制度の違いなどにより、国内
の場合以上にトラブルが生じやすいです。

日本の中小企業は、弁護士に依頼するのは裁判の
ときというイメージが強いですが、海外で裁判をす
るには現地弁護士に依頼しなければなりません。そ
うすると海外の弁護士とのコミュニケーションは外
国語になりますし、裁判に提出する資料の翻訳も必
要になります。海外での裁判になったら、あっとい
う間に千万円単位のコストになることもあり、結局
は費用対効果を考えて泣き寝入りせざるを得ないと
いうこともよくあります。海外での紛争経験がない
と、こういう事情はなかなかわかりませんし、経験
や知識を持っている弁護士との接点が不足している
と思われます。

このようなアクセス障害を解消するために、日弁
連は、海外進出や国際貿易取引における法務面での
支援を要する中小企業に対して、海外展開に関する
経験と知見を有する弁護士を紹介する制度を、2012
年 5 月からパイロット事業として運営してきており
ます。

この制度では、一定の連携団体（ジェトロ、東京
商工会議所、日本政策金融公庫、信金中央金庫、国
際協力銀行など）から本制度の紹介を受けた中小企
業から申込みがなされると、渉外業務の実績のある
支援弁護士を紹介し、支援弁護士は一定の基礎的
サービスを統一的な報酬形態で提供します。具体的
には、初回相談料が30分間無料で、それ以降は実費
を除き10時間までは30分ごとに一律税抜 1万円とい
う統一的な報酬形態でやっています。当初は紹介可
能な弁護士は東京、神奈川、愛知、大阪、福岡とい
う五つの地域に事務所がある弁護士に限られていた
のですが、その後札幌、宮城、新潟、京都、広島、
香川の六つの地域が加わって、現在は11の地域に事
務所がある弁護士を紹介可能となりました。高等裁
判所所在地はすべてカバーできましたので、今年 4
月からはパイロット事業の段階を終えて、日弁連で
正規事業化されています。

【髙井】 どのくらいの規模の中小企業が利用してい
るのでしょうか。

【土森】 かなり幅がありまして、小さい企業です
と、従業員が一人とか二人でも海外との取引が出て
くることもあり、その際に契約書を見てほしいとい
う相談があります。日本国内にいながら販路開拓の
ために海外企業と取引するということもあります
し、海外に生産委託したいということもあります。
取引の際には契約書が出てきますし、契約書を見て
いく中で、様々なリスクに気づくこともあります。
そういう意味では、会社の規模にかかわらず相談の
ニーズはあります。

女性の起業支援
【伊藤】 今、政府では女性の活躍推進が経済成長の
柱と位置づけられていますが、中小企業センターで
は、女性の起業支援にも力を入れているようです
ね。

【八掛】 おっしゃる通りです。国の政策だからとい
うだけではなくて、女性特有の問題点があると考え
て支援をしております。女性で企業に勤めていた方
が、出産または親族の介護などで会社を辞めてしま
うと、その後に会社に戻ろうとしても簡単には戻れ
ないという問題があります。そのような中で、フレ
キシブルな働き方ができるということで起業を選ぶ
女性もいます。優秀な女性が家庭に入ったまま経済
活動をしないのは社会的にも損失ですので、そのよ
うな観点からも女性起業家を支援する必要がありま
す。

また、例えば一回家庭に入った女性が、赤ちゃん
と二人きりの生活をしてみて初めて「こんなことが
不便だ」と気がついて、それを解決するために事業
を始めるというようなケースも多いと聞きます。こ
のように子育てなど会社勤め以外の経験を経て現実
のニーズにフィットするビジネスを提供することが
できるのは女性起業家の強みだと思います。

ただ、今申し上げました女性起業家の強みは弱み
にも繋がります。例えば、会社勤めの経験が少ない
ことで、人脈がない、経済的な基盤がない、会社組
織についての知識が少ないということはあるかもし
れません。もちろん全ての女性起業家がそうだとい
うわけではありませんが、そういう女性起業家の特
有の弱みのようなところは積極的に支援していく必
要があると思います。

中小企業センターでは、2014年度から日本政策投
資銀行（DBJ）と連携して、女性起業家に会社経営
に必要な法的知識をもっていただく目的で、「女性
起業家のためのリーガル実践講座」と題したセミ
ナーを実施しています。2015年度はセミナーに加
え、無料法律相談会も開催しました。

このセミナーは当初東京のみで行われていました
が、今年 1月には福岡県弁護士会との共催で、福岡
でも開催しました。今後も同様のセミナーを全国で
展開していければと思っています。

中小企業センターのコンセプト
【伊藤】 ここまで具体的な話を伺って、弁護士の中
小企業支援がきめ細やかになされていることがわか
りました。ここで中小企業センターのコンセプトを
ご紹介いただけますか。

【髙井】 その名前の通り日弁連で中小企業の問題を
一手に扱って、対外的にアピールする活動をしてい
ます。弁護士と中小企業との距離を埋めること、中
小企業に関する専門的な問題に対応していくことを
目的として、先ほど述べたようなきめ細かい取組を
しています。中小企業の支援は、今の日本における
大きな政治課題ですので、日弁連としてもきちんと
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対応していくということで、中小企業庁・金融庁な
ど各役所、支援団体、金融機関、他の士業とも連携
しながら活動しています。

中小企業と弁護士との距離を埋めるために、今、
中小企業向けのアンケートを企画しています。日弁
連で2006年・2007年にアンケートを実施した結果、
中小企業は法的問題を抱えていながら、それをあま
り認識しておらず、そのため弁護士を必要としてい
ないと回答する傾向にあることがわかりました。弁
護士を必要としていないと回答しながら、実際には
様々な問題を抱えている、そのギャップを埋める必
要があります。 

今回のアンケートでは、何が問題なのかをもう少
し明確に浮彫りにして、中小企業に対する弁護士の
支援のパッケージを確立できればと考えながらアン
ケートを作っているところです。一般的には弁護士
は敷居が高いとか、費用が分かりにくいという声が
聞こえますので、我々がどういう形で関わることで
そのようなアクセス障害がなくなるのかを検討して
いきたいと思います。

弁護士へのアクセス～諸団体との連携、
ひまわりほっとダイヤル

【伊藤】 アクセス障害という話が出ましたが、本来
なら弁護士はもっと中小企業の支援ができるのに、
活用されきれてない部分があると思います。そうい
う中で中小企業センターはどのような取組をしてい
るのでしょうか。

【堂野】 いろいろな取組がありますが、大きな柱と
して、中小企業を取り巻く商工会議所、金融機関と
いった関連団体や士業団体との交流を地道に進めて
きました。これは大きく二つの面に分かれます。

一つは、地域単位での交流の支援です。例えば、
中小企業センターには各地の弁護士会から委員が派
遣されていますが、各地の委員が中心となって、セ
ンターからも委員を派遣し、地域単位での関連団体
との意見交換会を各地で実施しています。これを
きっかけに関連団体の方々と弁護士がお互い顔の見
える関係になっています。それによってその後の
様々な提携の展開がスムーズに進むという話もよく
聞きます。

各地域で様々な取組がなされているので、そこか
ら同種の取組が横に展開していくこともあります。
例えば、日本政策金融公庫が融資先にＤＭを送って
周知をし、セミナーの講師は弁護士が務め、その後
ワークショップ等により個別に交流を深める企画
を、東京で定期的に行っています。この企画は、 5
年位前に福岡県で同種の企画が開催され、とても好
評であったことがきっかけです。このような横の展
開により、顔が見えない、敷居が高いという課題の
克服を進めています。 

二つめは、もう少し広い視野で、例えば中小企業
庁と中小企業センターの間では、オフィシャルな場
も非公式な場も含めて、小まめに意見交換を続けて
連携を深めています。中小企業庁からは政策を立案

する上で現場の声として弁護士の意見を求められま
すし、弁護士会も様々なお話をさせていただいて、
「ひまわりほっとダイヤル」の広報などで中小企業
庁にご協力いただいています。中小企業庁と日弁連
との共同名義で、事業再生支援や東日本大震災の復
興支援について共同コミュニケを何度も発表してき
ています。これによって、関連団体の方々にも弁護
士会の取組を周知できるという効果にもつながって
います。そういう国家的な広い視野でも提携を深め
ています。

その中で、最近、日弁連の中小企業センターがイ
ニシアティブを取って各関連団体に呼びかけて意見
交換や情報交換する場を作る取組もしています。典
型的には先ほどご説明した事業再生の分野で、例え
ば中小企業庁、金融庁、金融機関、信用保証協会、
士業団体といった事業再生に関わるプレイヤー達が
一堂に会したオールジャパンという形のシンポジウ
ムを何回も開いています。事業再生は、皆さん必要
なことだと認識されておられるのですが、債務免除
となると金融機関は負担を強いられるということも
あるので、ややもすると先延ばしになりがちな面が
あります。そういう中で、弁護士会から音頭を取る
ことで流れを作っていくように取り組んでおりま
す。

【髙井】 中小企業が困ったことがあるけれども、ど
の弁護士に相談していいのかわからないので弁護士
会に問い合わせる、という事態にきちんと対応でき
るように、中小企業センターでは、「ひまわりほっ
とダイヤル」を開設して、中小企業問題に取り組む
弁護士の相談を受けられるようにしています。

【堂野】 「ひまわりほっとダイヤル」は、全国共通ダ
イヤルで、例えば沖縄の方が電話すれば沖縄弁護士
会に自動転送されるように、電話をした地域の弁護
士会に通じます。そこで、弁護士会から、相談担当
弁護士に担当を割り振って、その弁護士から相談者
に折り返しの電話をして、アポイントを調整するこ
とになっています。一部の地域を除いて初回面談相
談30分間無料を実施中で、なるべく気軽にご相談い
ただけるようにしています。

中小企業支援における政策的課題
【伊藤】 中小企業センターの取組をする中で、政策
的課題を感じること、政治に期待することはありま

すか。
【八掛】 中小企業は、弁護
士にアクセスしづらい傾
向にありますが、創業期
は特に人脈がないとか情
報 が 少 な い と い う こ と
で、最初が肝心であるに
もかかわらず、弁護士に
アクセスできないという
問題があります。弁護士
の方からも、最初が肝心
だから弁護士を使って欲
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しいとメッセージを発信したいところですが、これ
から創業しようと頑張っている方々にそのメッセー
ジを届けるのはなかなか難しいのが現実です。その
点、議員の方々は、様々なネットワークをお持ちだ
と思いますので、ぜひ弁護士が支援できるという情
報をどんどん伝えていただき、中小企業支援のネッ
トワークの中に弁護士を入れて欲しいと考えており
ます。

それから、創業時の中小企業はお金がないことが
多いですね。創業 1、 2年程度の起業家とお話する
と、売掛金が焦げ付いたなどの法的問題に直面して
いて、「弁護士に頼みたいことがいろいろあるけ
ど、お金がないのです」というお話を伺うこともあ
ります。中小企業は、立上がり時に資金力がなくて
も、そこで手当をしておけば将来的にはリスクが
減って安定した経営ができるかも知れません。逆
に、そこで資金がないことによって弁護士のサポー
トが得られないと、それによってリスクが顕在化し
て、場合によっては倒産してしまうこともあり得ま
す。ですから、最初の時期に集中して経済的に補助
をするような制度ができるといいと思います。

【土森】 今、中小企業の海外展開支援は、政府も力
をいれていて、いろいろな補助金や支援がありま
す。例えば、ジェトロ、中小企業基盤整備機構、日
本政策金融公庫、商工会議所などが支援をしていま
すし、政府も様々な補助金制度を設けて、販路開拓
のための展示会やフィージビリティ・スタディ、特
許出願などの際の支援がなされています。ところ
が、いざ海外での取引を始めようとして契約書が出
てくる段階になると、そこを支援・補助する制度が
何もないのが現実です。海外取引先とのマッチング
までは整えたけれど、あとは自分たちでやってくだ
さいという状態になっています。そこが中小企業に
はハードルが高いところで、せっかくマッチングで
きたのに、法務面での支援がないために、取引が先
に進まなかったり、契約が相手の言うままのとんで
もない不利な内容になってしまったりということが
結構あります。ですから、契約段階についても支援

制度を作っていただけると、もっと中小企業の海外
展開は活発になると思います。日本企業を守るとい
う意味でもそういうことが重要だと思います。 

特に海外展開だと、例えば、合弁会社を作って日
本企業を支援して国のお金もつぎ込んだのに、合弁
契約の中身を検討していなかったために、事業上の
問題が生じたり、最悪の場合、撤退せざるを得なく
なったときにほとんど全部の財産を合弁相手に渡す
形になって、結局税金を使って海外にコンペティ
ターを増やしただけだったという結果になることも
ありますので、充分な弁護士のサポートも得られる
支援制度を作っていただきたいと思います。

【堂野】 先日、議員の皆様との勉強会で、事業再生
の将来と課題というテーマでお話をさせていただ
き、意見交換をさせていただきました。中小企業が
日本の経済を支えているということで、議員の皆様
がそれぞれ問題意識をお持ちになっていて、私もと
ても勉強になりました。ぜひ、そのような勉強会を
定期的に開かせていただきたいと思います。私は、
事業再生というテーマでお話させていただきました
が、女性起業家支援や海外展開支援も今後の重要な
トピックになるので、そういう様々なテーマについ
て議員の皆様と短い時間でも意見交換ができればと
思っております。また、その場に中小企業庁など政
府関係者もいらっしゃると、様々な物事が進みやす
くなるというメリットも感じます。

【髙井】 現在、弁護士会は中小企業問題に熱心に取
り組んでいます。弁護士会は、民間の最先端で中小
企業に対応している団体ですから、政府や自治体
は、我々の問題意識やノウハウをうまく使っていた
だくといいと思います。我々と議員の先生方との距
離感を縮めて、現場の問題意識を政策に反映してい
ただき、また逆に我々が議員の先生方の問題意識を
いただきながら弁護士会で対応していくような連携
をとることで、よりよい中小企業対応ができると思
います。

（平成28年 4 月19日　於霞が関弁護士会館）
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Ｑ．法曹から国会議員を目指したきっかけ

Ａ．�銀行員の経験と法律家の経験を活かして
国会議員へ

平成 3 年に日本長期信用銀行に入ったのですが、
バブルが崩壊して不良債権に苦しむようになりまし
た。その時期に不良債権の回収を担当し、法律に興
味を持つようになり、弁護士を目指しました。企業
内弁護士として働いていたのですが、前任の達増岩
手県知事から後任にと言われ、地元岩手のために貢
献したいとの思いで国会議員になりました。

私のバックグラウンドとしては、銀行員としての
経験と法律家であるということがあり、国会は、立
法府として法律を審議し、予算を審議するところで
すので、金融の知識と弁護士の知識が役に立つと
思っています。

Ｑ．法曹資格が議員活動に与える影響

Ａ．立憲主義を踏まえた立法活動
議員立法に積極的に関わっていますが、議員立法

も立憲主義の精神を踏まえなければなりません。特
に、国民の権利を制限する法律は、基本的人権の観
点や権力の分立を十分考慮した合理性ある立法が大
事です。一昨年に成立した復興特区法の改正では、

憲法の財産権の保障を考慮しつつ土地収用を如何に
早く進めるかということを考えました。

また、国会での質問は数多くしていますが、事実
と法律に基づいて分かり易く説得力ある説明をする
ためには、弁護士の経験が役立つと思います。

Ｑ．実現したい政策課題

Ａ．被災地の復興と情報公開法改正
まず、被災地の復興を促進することです。被災者

生活再建支援制度の拡充や災害関連死の認定基準の
明確化、被災地のまちづくりの促進方策などを実現
するため、新たな法律の制定に取り組んでいます。

次に、情報公開を一層進めることです。民進党の
行政刷新・行政改革ネクスト大臣ですが、行政情報
は国民の共有財産ですので、総務省政務官時代に作
成した情報公開法改正案を実現し、公開原則を徹底
したいと思っています。「情報公開」、「人材」、「議
会」の 3 つがしっかりしないと日本は良くならない
です。

Ｑ．議員になった実感と法曹へのメッセージ

Ａ．�長期的視野で地域や国の将来を考えてほ
しい

国会議員になって 9 年経ちますが、岩手県は東日
本大震災もあり、あっという間でした。国会議員
は、毎日何が起きるか分からず、計画を立てにくい
中で、この国の将来のため骨太のことをやらなけれ
ばなりません。大変だというのが実感です。

法曹へのメッセージとしては、弁護士の数が増
え、公益活動に割ける時間が減っていると聞きま
す。短期的な視野で物事を考えがちな昨今、長期的
な視野を持って地域や国が将来どういう方向に行く
べきか、建設的な意見を我々に提示してほしいと思
います。

階　　猛　議員
� 衆議院・岩手 １区（民進党）
� 岩手弁護士会会員

（インタビュアー　企画委員会副委員長　幸田雅治）

　地元岩手の復興にかける熱い思いと人権を大事
にする法曹としての責任感を感じました。「情報
公開」、「人材」、「議会」が大事とのメッセージは、
国民が必要な情報を入手できて、熟議による政策
が実現する社会を想像し、印象に残りました。階
議員には、日本の将来を切り開いていくことを期
待しています。（幸田 雅治）

弁護士議員に聞く
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泉議員の立候補（失職）に伴う繰上補充当選（ 4 月20日付・比例近畿）

秋野　公造 公　明　党 比 例
足立　信也 民　進　党 大 分 県
石川　博崇 公　明　党 大 阪 府
市田　忠義 日本共産党 比 例
伊藤　孝江 公　明　党 兵 庫 県
猪口　邦子 自由民主党 千 葉 県
岡田　　広 自由民主党 茨 城 県
小川　敏夫 民　進　党 東 京 都
郡司　　彰 民　進　党 茨 城 県
小西　洋之 民　進　党 千 葉 県
櫻井　　充 民　進　党 宮 城 県
大門実紀史 日本共産党 比 例
竹谷とし子 公　明　党 東 京 都
谷合　正明 公　明　党 比 例
鶴保　庸介 自由民主党 和歌山県

長沢　広明 公　明　党 比 例
西田　実仁 公　明　党 埼 玉 県
浜田　昌良 公　明　党 比 例
福島みずほ 社会民主党 比 例
福山　哲郎 民　進　党 京 都 府
増子　輝彦 民　進　党 福 島 県
松村　祥史 自由民主党 熊 本 県
真山　勇一 民　進　党 神奈川県
宮沢　洋一 自由民主党 広 島 県
元榮太一郎 自由民主党 千 葉 県
柳田　　稔 民　進　党 広 島 県
山添　　拓 日本共産党 東 京 都
横山　信一 公　明　党 比 例
蓮　　　舫 民　進　党 東 京 都

敬称略・五十音順

弁政連が推薦し
当選された議員の抱負

衆議院議員補欠選挙 （2016年4月24日施行）

弁政連が推薦し当選された参議院議員の方々
参議院議員選挙 （2016年7月10日施行）

泉　　健太
民進党
京都 ₃区
御支援に感謝し、今後
も生活者の視点で法改
正を目指します。

北神　圭朗
民進党
京都 4区
有難うございます。公
正な法治国家の実現の
ため今後奮闘します。

田所嘉徳法務大臣政務官を表敬訪問
茨城支部 事務局長　篠﨑 和則

平成２８年 ３ 月１０日、弁政連
茨城支部の会員１０名が、法務
大臣政務官に就任された田所
嘉徳衆議院議員（茨城 １ 区・
自由民主党）を法務大臣政務
官室にお訪ねしました。

懇談後、田所議員にご案内
いただき、一同で衆議院本会
議場を見学しました。

敬称略
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2016年度定期総会を開催

平成２８年度（２０１6年度）活動方針
日本弁護士政治連盟（弁政連）は、日本弁護士連合会（日弁連）、弁護士会連合会及び弁護士会の政策実現を支援するために、

自らを「法の担い手」である弁護士と「法の作り手」である政治（国会、地方議会）とのかけ橋として位置付け、以下の方
針の下で活動します。

１�　�日本弁護士連合会、弁護士会連合会及び弁護士会との連携を強め、政党、国会議員、地方議会
議員及び自治体首長等に対する組織的な要請活動を行います。

民事・刑事・司法基盤整備を含む改革諸課題、法曹養成制度の改革、震災復興等日弁連が実現を目指し対応を迫られる重
要政策課題や行政連携について、日弁連等との連携を密にし、政党、国会議員、地方議会議員、自治体首長等に対する弁政
連本部及び各支部における組織的な要請活動を行います。

２　司法制度の利用者である国民の視点に立って、弁護士の活動領域の拡大・確保に努めます。
司法制度の利用者である国民の視点に立って、行政連携を強化するなど弁護士の活動領域の拡大に努めます。同時に、国

民の権利利益を適正に擁護するという観点から、他の職種の法律事務領域への権限拡大運動に対しては、日弁連とも緊密に
連携して、適切な対応に努めます。

３　政治・行政の場での弁護士の様々な活動を推進します。
弁護士の活動の場として政治・行政が注目されています。国会議員・地方議会議員への弁護士の立候補や立候補に向けた

育成の支援、弁護士が、政策秘書、政府機関・自治体における任期付職員、「法務」区分総合職等として活動するための支
援、包括外部監査人への就任促進等、弁護士のこれら政治・行政の場における活動を推進するため、様々な場と機会を提供
し、これを支援します。

４　支部未設置地域を解消し、支部活動の一層の充実強化を図ります。
全国各地域における支部の存在とその充実した活動こそが、弁政連活動の源泉であり推進力でもあります。弁政連は、本

年度中の支部未設置地域解消の実現を目指すとともに、各支部の活動のより一層の強化を図ります。

５　�会員拡大を推進し、議員等との交流をより活発にして、内外共に、より存在感のある組織とします。
様々な機会に弁政連の存在をアピールし、その意義を理解していただくとともに、会員が参加できる企画を実行すること

によって、会員数の拡大を図ります。また、若手議員との交流や各支部での弁護士の活動領域拡大にもつながるような活動
によって、弁政連の組織と活動を若手会員にとっても魅力のあるものとするよう努めます。

６　国政選挙に際し、実績に基づく適正な選考による推薦活動を行います。
国政選挙においては、日弁連等と連携した組織的要請活動をより効果的なものとするため、全国各支部からの意見等も踏

まえつつ、所属政党にとらわれず、実績に基づいた適正な推薦活動を行います。

７　広報活動を充実させます。
広報活動は、組織の存在感を高め、透明性を与え、信頼度を増すために重要です。「弁政連ニュース」や、ホームページ

等の広報媒体をより充実させることにより、活発な広報活動を展開します。
 以上

5月11日、弁護士会館クレオにて弁政連
の定期総会が開催され、山岸理事長が議長
となり、2015年度の活動報告・決算報告と
ともに、2016年度の活動方針が承認され、
直前理事会で承認済の予算報告がされた。

本年度は ７ 月の参議院選挙を前提に、そ
して衆議院選挙の可能性をもふまえた予算
構成が特徴的である。続いて、本部からは、
各委員会委員長より前年度の活動が報告さ
れ、また、各支部からも口頭及び書面にて
様々な活動報告がなされた。中でも印象的
だったのは、熊本県支部の由井照二支部長
が語られた震災後約 1 か月間の状況、支援
活動、復興への意気込みであった。

（幹事長　市毛 由美子）
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役員交代
平成２８年 5 月１１日開催の理事会並びに ３ 月１８日及び 6 月１7日開催の常務理事会において、次の

役員が選任されました。任期はいずれも、平成２9年 5 月の定期総会（役員改選）までです。

氏名
役職
所属弁護士会
経歴

6月7日、全国の弁護士市長を構
成メンバーとする全国弁護士市長会
の総会が、弁護士会館地階「桂」で
開催された。会長である泉房穂明石
市長（兵庫）をはじめ、副会長の鈴
木俊美栃木市長（栃木）、越直美大津
市長（滋賀）、濱田剛史高槻市長（大
阪）、福岡洋一茨木市長（大阪）、酒
井隆明篠山市長（兵庫）、白井博文山
陽小野田市長（山口）、壬生隆明直方
市長（福岡）が参加され、それぞれ
就任の経緯や政策課題等について熱
く語られた。地域、修習期、年齢、
背景は様々であるが、共通している

のは、地域の課題を迅速に解決しようという強い意思と、それを実現する戦略的な思考、そして実行力。当政治連
盟の他、法務省司法法制部、日弁連執行部及び自治体等連携センター、日本司法支援センターからの来賓も加わり、
「自治体における弁護士活用の推進」についても多くが語られたが、このような素晴らしい市長のもと成功例を重
ねることで、広く市民からの支持を得られ、社会に根付いていくことになると思われる。�（幹事長　市毛�由美子）

伊藤　茂昭
副理事長・常務理事・総務委員長
東京弁護士会
平成２7年度　東弁会長・日弁連副会長

横溝　高至
副理事長・常務理事・財務委員長
第一東京弁護士会
平成２5年度　一弁会長・日弁連副会長

参議院選挙を間近に控えて総務委員長に就任いたしま
した。弁護士政治連盟としての候補者の推薦の検討も所
管事項の一つです。日弁連の政策を実現する立場から支
部の意見もお聞きして全国の情勢を踏まえながら、万全
を期して行きたいと考えています。どうか今後ともよろ
しくご指導のほどお願い申し上げます。

この度、弁政連本部財務委員長に就任致しました。弁
護士と政治とのかけ橋として位置づけられる弁政連の役
割を果たすためさらにその活動を充実させる必要があり
ます。そのためにも弁政連の財政的基盤を安定したもの
にする必要があります。責任を果たすべく尽力する所存
ですのでよろしくお願いいたします。

全国弁護士市長会総会　開催される

伊藤　茂昭
副理事長・常務理事
東京弁護士会
平成27年度 東弁会長
平成27年度 日弁連副会長

岡　正晶
副理事長・常務理事
第一東京弁護士会
平成27年度 一弁会長
平成27年度 日弁連副会長

三宅　弘
副理事長・常務理事
第二東京弁護士会
平成27年度 二弁会長
平成27年度 日弁連副会長

田中　寛
副理事長
宮崎県弁護士会
平成13年度 宮崎県（弁）会長
平成19年度 九弁連理事長

道上　明
副理事長
兵庫県弁護士会
平成19年度 兵庫県（弁）会長
平成22年度 日弁連副会長

春名　一典
副理事長
兵庫県弁護士会
平成21年度 兵庫県（弁）会長
平成25年度 日弁連副会長
前日弁連事務総長

今川　忠
常務理事
大阪弁護士会
平成19年度 近弁連常務理事
平成28年度 日弁連常務理事

弁政連本部の吉岡桂輔総務委員長と江藤洋一財務委員長が辞任し、後任として、伊藤茂昭副理事長が総務委員長
（ 5 月 6 日付）に、横溝高至副理事長が財務委員長（ 4 月 １ 日付）にそれぞれ選任された。
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懇談会報告

各政党との朝食懇談会

平成28年 4 月19日､ 自由民主党との朝食懇談会が開催された｡
自民党からは､ 保岡興治議員、上川陽子前法務大臣、盛山正仁法
務副大臣をはじめ、20名の国会議員が出席され､ 日弁連及び弁政
連からは、中本和洋会長、山岸憲司理事長をはじめ26名が出席し
た｡ 日弁連からは震災（日弁連は、前日、熊本地震について緊急
声明を発していた｡ ）や児童虐待に対する取組の説明、要請がな
された｡ 自民党からは震災対応、司法制度改革、法曹養成制度、
児童虐待、犯罪被害者支援等の問題の他､ 日弁連と自民党が積極
的に意見交換をする必要性があるとのご意見をいただいた｡

 （企画委員会副委員長　関口慶太）

自由民主党（2016年 4 月19日）

平成28年 4 月22日、公明党との朝食懇談会が開催された。公明
党からは山口那津男代表、北側一雄副代表、漆原良夫中央幹事会
会長をはじめ、13名の国会議員が出席され、日弁連及び弁政連か
らは、中本会長、山岸理事長をはじめ24名が出席した。

14日に発生した熊本地震への対応が双方の一番の関心事であっ
た。電話での法律相談実施についてや、災害救助法の管轄替え、
激甚災害指定、ローン返済繰延べ等につき活発な意見交換がなさ
れた。また、法曹の国際的な活動領域の拡大、弁護士秘匿特権の
法制化、児童虐待への対応などについても、公明党の当該テーマ
の担当議員を中心に、充実した密度の濃い議論がなされた。

 （企画委員会委員副委員長　武山茂樹）

公明党（ 4月22日）

平成28年 5 月1７日、新たな政党となった民進党との初めての朝
食懇談会が開催された。民進党からは枝野幸雄幹事長、横路孝弘
元衆議院議長、江田五月元参議院議長をはじめ、19名の国会議員
が出席され、日弁連及び弁政連からは、中本会長、山岸理事長を
はじめ24名が出席した。ちょうど 4 月半ばに発生した熊本地震に
よる被害の復興が急がれる時期でもあり、日弁連側からは日弁連
や弁護士会による復興支援活動が紹介され、民進党側からは復興
を加速するための議員立法の法案提出について説明があった。そ
の他、法曹養成制度や司法制度改革の問題を中心に活発なご発言
があり、意見交換がなされた。

 （企画委員会委員長代行　豊田賢治）

民進党（ 5月17日）

平成28年 5 月19日、日本共産党との朝食懇談会が開催された。
日本共産党からは、志位和夫幹部会委員長、小池晃書記局長、市
田忠義幹部会副委員長をはじめ、13名の国会議員が出席され、日
弁連及び弁政連からは、中本会長、山岸理事長をはじめ26名が出
席した。日弁連からは熊本地震への対応、司法・法曹の国際化へ
の対応、児童虐待等へ対応の説明、要請がなされた。日本共産党
からは、安保法制など日弁連が掲げる諸課題はいずれも重要であ
り、力を合わせて取り組んでいける課題であるので、法の支配、
平和主義、民主主義がおびやかされないよう共に前に進めていき
たい等のご意見をいただいた。

 （企画委員会副委員長　永井翔太郎）

日本共産党（ 5月19日）
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懇談会資料

自由民主党青年局と「中小企業支援」勉強会
平成28年 3 月18日、自由民主党本部 1 階会議室において、「事業再生・事業承継の将来と課題」というテー

マの下、自由民主党青年局所属の先生方との勉強会が開催された。自由民主党青年局から、牧原秀樹議員（青
年局長）、宮本周司議員（青年局長代理）、田野瀬太道議員（青年局次長）、宮澤博行議員（青年局次長）、小林
史明議員（青年局次長）が出席された（順不同）。弁政連・日弁連から、山岸良太 企画委員長、豊田賢治 同
委員長代行、髙井章光 日弁連中小企業法律支援センター事務局長をはじめ 8 名の弁護士が出席した。

本勉強会は、昨年11月に公明党青年委員会所属の先生方と実施した勉強会と同一のテーマを選択し、広く国
会議員の先生方に事業再生・事業承継の課題を共有いただくことを目的として企画された。

講師は堂野達之弁護士（日弁連中小企業法律支援センター事務局次長）が務めた。堂野弁護士は、窮境にあ
る中小企業の実情を踏まえ、事業再生の意義や特定調停を利用した手法、今後の事業再生の課題を解説された。

自由民主党の先生方からは、自由民主党の中小企業支援に関する取組や、先生方の経験された中小企業の再
生・承継の現場から、あるべき中小企業支援のかたちについて幅広いご意見をいただいた。昼食会の短い時間
ではあったが、活発な意見交換が交わされる盛会となった。 （企画委員会副委員長　関口　慶太）

当日の説明資料は、弁政連のサイト（http://www.benseiren.jp/）「活動日誌」から御覧いただけます。
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自由民主党東京都連青年部長との懇談

東京・京都で支部報を新刊

東京本部 本部長　神　洋明

弁政連東京本部は、平成28年 4 月12日、全国本部と共催
で、自由民主党東京都連青年部長の 山﨑 一輝 東京都議会
議員との懇談を行った。当日は、午前中に同都議の案内で
都議会議事堂及び東京都防災センターを視察。午前11時30
分から約 1 時間にわたり、弁政連本部の菊地裕太郎弁政連
組織強化委員長、東京本部の竹之内明前東京本部長,神ら
10名が同都議と弁護士会の意見を都政に反映する方策等に
ついての意見交換を行った。

弁政連支部が編集・発行する支部報としては、
神奈川支部が発行する『明日へ』（2004年10月創
刊）、大阪支部の『架け橋』（2010年 1 月創刊）が
東西の老舗であったが、東京本部（神洋明本部
長）と京都支部（田中彰寿支部長）が、あらたに
支部報を創刊した。東京本部報は『スクラム 
Scrum』（2015年12月創刊）、京都支部報は『弁
政連京都支部ニュース』（2016年 1 月創刊）と題
し、いずれも支部活動の紹介、会員による経験報
告、論稿等を掲載し、入会申込書の頁を設けるな
ど未加入弁護士会員への配布も想定した編集に
なっている。本誌の姉妹誌ともいえる各地の支部
報 は、 弁 政 連 ウ エ ブ サ イ ト http://www.
benseiren.jp/branch/index.html 上に掲示
されているので、弁政連会員内外にひろく紹介
し、また支部活動の経験共有にも役立てていただ
きたい。

中小企業向け司法アクセス制度の活用を進めるためにも、各議員との連絡を強めましょう。（さいとう）
中小企業をいかに元気にしていくか。弁護士も真剣に考えていく必要があると思います。（おがわ）
「中小企業」といっても多種多様。業種や規模感など、具体的なイメージを持って支援策を検討することが重要です。（なぎら）

中小企業に対する法的支援がもっと拡がるように、広報が重要と感じます。（いとう）

編集後記

本部人事（）内は前任者
副理事長　伊藤　茂昭（新任）
　　　　　岡　　正晶（同）
　　　　　三宅　　弘（同）
　　　　　道上　　明（大塚　　明）
　　　　　春名　一典（新任）
理　事
5月 6 日付
白浜　徹朗（浜垣　真也）
島袋　秀勝（當真　良明）
上原　義信（池田　　修）
6月１7日付
枡田　裕之（川上　博基）

支部人事（）内は前任者

支 部 長　島袋　秀勝（當真　良明）
副支部長　上原　義信（池田　　修）

事務局長　白浜　徹朗（浜垣　真也）

支 部 長　道上　　明（大塚　　明）
副支部長　春名　一典（道上　　明）

支 部 長　矢島潤一郎（川島　和男）

京都支部 4 月２4日付

沖縄支部 4 月１4日付

兵庫県支部 5 月２３日付

岐阜県支部 5 月２4日付

支部活動ヘッドライン　2015年 9月 ─ 2016年 5月

実施日 支　部 活　動　内　容

2015年 9 月19日 三重県
公明党三重県本部の政策懇談会において、中川康洋衆議院議員（比例東海）、県議・市議・町議各 1名と法曹人口
法曹養成問題、少年法の適用年齢引き下げ反対、特定商取引法の見直し、公契約条例、児童相談所の強化、消費
者条例の制定について懇談。

12月 5 日 三重県
民主党（当時）の団体懇親会において、岡田克也衆議院議員（三重 3区）、県議 2名・市議 1名他と法曹人口
法曹養成問題、少年法の適用年齢引き下げ反対、特定商取引法の見直し、公契約条例、児童相談所の強化、
消費者条例の制定について懇談。

12月12日 三重県 自由民主党の田村憲久衆議院議員（三重 4区）に法曹人口法曹養成問題、少年法の適用年齢引き下げ反対、
特定商取引法の見直し、公契約条例、児童相談所の強化、消費者条例の制定について陳情。

2016年 3 月26日 石川県 自由民主党の宮本周司参議院議員と「中小企業再生支援及び事業承継」について意見交換。
4月30日 佐賀県 弁護士会・佐賀県議会野球部と試合・懇親会を開催。

5月21日 徳島県 地元地方議員・弁護士を対象とするシンポジウム「安心安全な高齢者・障害者の生活のために」を弁護士
会と共催し、終了後に参加議員と懇親。
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